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ESG地域金融促進事業を活用した
カーボンニュートラル支援体制構築

玉島信用金庫
ソリューション部長 徳田 宰一
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本事業取組の経緯

０．本事業の概要

【取り組みのきっかけ】

【本事業の成果】

 カーボンニュートラルの必要性は理解しているが、「どのような時間軸で」
「どのような事が起きるのか」「信用金庫として何ができるのか」が不透明

▶岡山県のエリア内使用電力のCO2排出量は全国最大規模
▶取引先企業のサプライチェーンから外されるリスクへの対応が急務
▶当金庫及び取引先双方共にマクロ情報が乏しく、影響が予想しにくい状況

→プラント関連を中心に事業が好調（カーボンニュートラルの流れと矛盾？）

 マクロ情報×ミクロ情報により、「現在」「未来」の把握が一定程度可能
となった
▶顧客への啓蒙及び動機付けの資料を作成
▶与信判断やコンサル時に活用

 地域企業を支援する信用金庫として、「何をしなければならないか」を整
理できた
▶自金庫に足りない支援メニューの顕在化
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本事業の概要

影響分析
（クラスター分析）

アクションプラン
の検討

外部連携

実施項目 実施目的

産業構造の分析

外部環境評価

アクションプランの作成

対話ツールの作成

地域への影響分析

セグメント別・企業別
影響分析

他金融機関等や自治体との連携

水島地区の主要産業を把握してターゲットを認識。産業集積の構造を
把握。

PEST分析や主要産業の動向を把握し地域に影響を与えうる外部環境を評
価

クラスター分析を踏まえ、企業や地域の対応事項と金融機関支援策を
整理

金融機関が支援策を実行するために必要なツール、仕組みを整理

外部環境を考慮し、楽観・悲観シナリオごとの地域経済への影響を把
握

不確実性を伴う中で企業を支援の状況を把握するため、機会やリスク
を示唆

地域還元の観点を踏まえ、他金融機関への展開や自治体との支援策を検
討

現状把握

シナリオ
検討

カーボンニュートラルでの影響が大きい水島地区の2次産業につき、
どのような影響が生じるか分析（業態、時間軸、影響度合いに注目）

各業態が取るべきアクションプランや支援体制を構築、外部連携も
合わせた当金庫の役割を検討

０．本事業の概要
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具体的な項目と内容

０．本事業の概要

項目名 内容

１．脱炭素・地域の現状
脱炭素に向けた国際的な取組、国としての取組・方向性など

地域の産業構造やバリューチェーン、脱炭素に関する直近の
動向など

２．地域の現状・地域主要産業の
動向（将来動向）

産業別の脱炭素に向けた方向性
地域産業やVC企業への影響

３．地域への影響と機会・リスク
の整理

将来動向を踏まえたシナリオの設定
セグメント別の機会・リスク整理
機会・リスクに対して想定される対応策の整理

４．支援メニュー 玉島信用金庫単独、あるいは自治体や他金融機関等と連携し
て、玉島信用金庫として提示できる支援策
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１．地域の現状・地域主要産業の動向
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産業別の動向（地域の産業構造を把握）

１．地域の現状・地域主要産業の動向｜実施事項

地域の産業構造を把握、地域経済及び脱炭素への移行での影響が大きい産業
を特定

結果として、「鉄鋼」、「化学」、「自動車」産業を対象産業として特定
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7%

14%

46%

437,409,438

倉敷市
製造品出荷額

（うち水島地区91.8%）

水島地区：事業所数
（151）

水島地区：従業者数
（19,608人）

石油製品・石炭製品製造業

その他

化学工業

繊維工業

輸送用機械器具製造業

鉄鋼業 食料品製造業

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

水島地区の製造業における構造

石油・鉄鋼・化学・輸送機械で86％

石油・鉄鋼・化学・輸送機械で80％

35%

19%
17%

14%

8%

4%
3% 3%

産業

家庭

運輸

エネルギー

業務その他

廃棄物
工業プロセスおよび製品使用

その他

40%

15%

12%

8%

6%

5%

8%

6%

食品・飲料
鉄鋼

機械製造業

化学工業

非製造業

窯業・土石業

その他製造業

パルプ・紙・紙加工業

日本のCO2排出量 産業部門におけるCO2排出量

地域の観点 テーマの観点
脱炭素への移行の影響が大きい

CO2多排出産業の特定
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産業別の動向（産業集積の要因を分析、把握）

１．地域の現状・地域主要産業の動向｜実施事項

水島地区において産業集積が生じている要因（地域資源）を自然資源・地理資源・
社会資本・中心企業の観点から分析 ⇒ 地域の優位性は何か

分析の結果、安定した海域や結節点であること、港湾施設や交通利便性の高さを確認

産業集積の要素

産業集積

中心企業

地理資源 自然資源

社会資本

（インフラ・制度等）

（気候・河川等）（首都圏と距離等）

水島地区における集積の要因

自然資源・地域資源（第一の自然）

インフラストラクチャー（第二の自然）

安定した海域
（臨海部）

中四国・九州の
結節点

港湾施設
JR山陽本線
との連携
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鉄鋼産業｜脱炭素に向けた方向性

１．地域の現状・地域主要産業の動向｜主要産業①鉄鋼業における脱炭素の方向性

 鉄鋼では、鉄鉱石から鉄を作る過程（高炉）で大量のCO2が発生している。

 一方、鉄スクラップから鉄を作る工程（電炉）では、相対的にCO2の排出量が少なく、電炉の利用拡大が有効だ
が、スクラップの利用可能量には限りがあるため、高炉生産の脱炭素化も必要となる。

 高炉の脱炭素化には、水素を利用した技術やCO2回収・利用技術を利用したもの、あるいは高炉を用いない製鉄法
への転換があるが、いずれも実装までには時間がかかる見通しである。

電炉 電炉における不純物除去・
大型化技術

省エネ・高効率化技術：高効率アーク炉／排熱回収 等
• 脱炭素電源（再エ

ネ・ゼロエミ火力

等）の活用。

• 不純物除去・大型

化により高炉置き換

えを可能とする。

直接還元

直接還元法（天然ガス）※1

部分水素直接還元

100%水素直接還元

• 天然ガスを一部利

用する直接還元炉

は、他分野とも連携

し、CCUSを有効活

用し、脱炭素を実

現。

• 低炭素化を目指し、

省エネ、高効率化を

徹底。

• 水素供給インフラの

構築を前提に外部

水素の活用でコーク

ス使用量を最低限

度まで削減。

• コークスの代替として

バイオマスも活用。

• 他分野とも連携し、

CCUSを有効活用し、

脱炭素を実現。

高炉 フェロコークス

水素還元製鉄

（外部水素活用）
水素還元製鉄（所内水素活用）

省エネ・高効率化技術：AI/IoTの活用／排熱・副生ガス回収／廃棄物の燃焼利用（プラ、タイヤ

等）/スクラップ活用/次世代コークス／効率性向上のためのコークス炉改修／高効率発電設備 等

+CCUS

+脱炭素

電源

連鋳・圧延 熱伝導効率の改善、省電力化

省エネ・高効率化技術：プロセスの集約・改善／排熱回収／バーナー改善、高効率設備導入 等

加熱の電化

+脱炭素

電源

2025 2030 2040 20502020

CO2分離回収・利用

※２
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JFEスチールでは構造改革を行いながら、CO2削減とDXを推進し持続的成長を目指す

１．地域の現状・地域主要産業の動向｜主要産業①鉄鋼業における主要企業の動向

（出所）JFE統合報告書より作成

 JFEホールディングスでは、構造改革とCO2削減・DXの推進を掲げている。

 構造改革では、一部の高炉を休止しつつ、付加価値の高い製品に経営資源を集中する戦略である。

 CO2削減技術については、CO2を活用するカーボンリサイクル高炉、水素還元製鉄などを掲げている。
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産業別の動向（売上、生産関連、脱炭素への方向性、国内大手各社の動向）

１．地域の現状・地域主要産業の動向分析

２．地域産業に影響を与える具体的な要因の整理

• 国・主要産業の動向から、地域にどのような影響が生じるか整理する。（主要企

業の生産体制の変化、技術変化（‘燃料・原料・製造方法・販売先等の変化）、排

出量開示に対する圧力、炭素税・CP等によるコスト影響など

• 各産業の動向から、地域にとって厳しい状況（悲観シナリオ）と好ましい状況

（楽観シナリオ）を想定し、具体的な機会やリスクについて検討

• 業種別に、「売上」「費用」にどのような財務的影響がでる可能性

があるのかをシナリオ別にシュミレーション

✔「大手企業の動向」「技術
トレンド」等の定性情報と、
「業種別財務影響度」等の定
量情報を組み合わせた資料を
作成し、顧客と対話。
✔脱炭素への取り組みを後押
しする
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マクロ情報
【ＥＳＧ金融事業で調査】

産業別の動向（売上、生産関連、脱炭素への方向性、国内大手各社の動向）

１．地域の現状・地域主要産業の動向分析

１．地域主要産業の動向整理

＜産業別の脱炭素に向けた方向性＞ ＜具体的な企業の開発動向＞

＜具体的な企業の戦略＞＜地域の産業構成・現状＞

ミクロ情報
【営業活動で収集】

✔地方の信用金庫や取引先企業において

は、マクロ情報（大手企業の動向や技
術トレンドの情報等）が乏しい

✔日々の営業活動で収集している情報

（ミクロ情報）は蓄積されているが、
全体像の理解が進んでいない（取引先
企業も同様）

✔マクロ情報とミクロ情報を組み合わせ

ることにより、全体像を理解しやすく
なり将来展望の検討も可能となる
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マクロ情報

産業別の動向分析を実施した結果に基づいた気づき

１．地域の現状・地域主要産業の動向分析

＜具体的な企業の戦略＞

ミクロ情報

～営業活動で取集～
✔プラント関連事業者の

受注活況
✔ビジネスホテルの新設

水島地区においては、
脱炭素の流れはネガ
ティブな影響が非常に
大きいとの認識

ＥＳＧ金融促進調査事業活用前 ＥＳＧ金融促進調査事業活用後

✔カーボンニュートラル
にはチャンスも多くある
✔チャンスを掴むため
に、早い段階で準備を開
始する後押しをするの
が、地域金融金の役割

業種別にマクロ情報を整理し
たレポートを作成して啓蒙
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２．カーボンニュートラルへの対応支援体制
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支援策（今後の取組方針）

２．支援メニュー

「気づき」の機会 「再構築」の支援「方向性」の検討

本事業に
おける

対話ツール

セミナー
開催での
啓蒙活動

既存事業の維持・強化
（ 川 上 / 川 下 ）

「異分野」への進出

「異業種」への進出

廃 業

外部機関と連携した
具体的支援策の展開

情報提供・啓蒙

金 融 支 援

ソリューション4類型のどれに
当てはまるかを
対話を通じ検討

類型に応じた
支援策の検討

及び
ビジネスモデル
再構築支援

マ ッ チ ン グ



14

支援策（提供可能な支援策の提示）

２．支援メニュー

2030年までに2013年度対比46％削減

バックオフィスデジタル化
（DX化への対応）

排出量の見える化 排出量の削減

高効率設備導入

（金融機関）
与信対応の工夫が必要

（取引先企業）
借入負担増加

設備投資集中

「時間軸」効果のある資金調達の方法
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支援策（提供可能な支援策の提示）

２．支援メニュー

対象 実施事項詳細 連携先

情報提供・啓蒙

 取引先全体  シナリオを用いた脱炭素取取組の必要性啓蒙

 市町村及び高梁川流域の金融機関と連携したセミナー
実施

 行政等とも連携した大手企業動向の情報提供

 行政・自治体
 高梁川流域
 取引先企業

金融支援

 設備投資等が必要な企
業

 省エネ・高効率化の取
組が必要な企業

 事業転換・多角化が必
要な企業

 疑似資本制ローンを利用した資金調達
 脱炭素関連の融資商品の開発
 ファンドを活用した資金調達
 環境関連施策の情報収集及び提供（SII等）
 商工中金とのシ・ローン組成
 政府系金融機関との連携（劣後ローン等）

 ファンド
 行政・自治体等
 政府系金融機関

ソリューション

 設備投資等が必要な企
業

 DX、GHG排出量の測
定が必要な企業

 省エネ・高効率化の取
組が必要な企業

 事業転換・多角化が必
要な企業

 自社の課題が不明瞭な
企業

 補助金等の政策の活用（ものづくり、事業再構築等）
 専門家派遣による事業コンサル
 M&Aによる事業多角化
 エネマネ事業者等の登録制PF作成
 マッチングの活用による課題解決
 有料職業紹介事業
 バックオフィス業務のデジタル化支援

 外部コンサル
 提携業者
（M＆A、登録制PF等）

マッチング

 DX、GHG排出量の測
定が必要な企業

 省エネ・高効率化の取
組が必要な企業

 販路開拓が必要な企業
 人材確保が必要な企業

 TBAの活用による販路拡大

 マッチング掲示板等を利用した取引先同士のマッチン
グ

 各種業務提携先とのマッチング

 取引先企業
 高梁川流域
 提携業者
（各種マッチング）

黒字：現状当庫で実施している事業
赤字：今後当庫で検討、実施していく事業
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算定の基本式は「活動量」×「排出原単位」。自社の仕入量・金額・その他から
活動量を把握するためには、バックオフィス業務のデジタル化が急務

２．支援メニュー地域の現状・地域主要産業の動向｜その他のテーマ排出量の開示・把握

活動量 排出原単位

• 事業者の活動の規模に関

する量

• 社内の各種データや、文

献データ、業界平均デー

タ、製品の設計値等から

収集

電気の使用量

貨物の輸送量

原材料の仕入量

従業員の移動距離

活動例

エネルギー使用量
（燃料量、電気量等）

購入した活動量
（重量、距離等）

購入した金額
（上記が難しい場合）

データ粒度

• 活動量あたりのCO2排出

量

• 基本的には既存のデータ

ベースから選択して使用

電気1kWh使用あたりのCO2排出量
（kgCO2/kWh）

輸送量1トンキロあたりのCO2排出
量（kgCO2/t-km）

電車運賃のCO2排出量
（ kgCO2/円）

単位例

出典）環境省「サプライチェーン排出量算定の考え方」よりNRI作成



17

まとめ

２．支援メニュー

ＥＳＧ金融促進調査事業を通じて考えた事

✔カーボンニュートラルはチャンスだと考え、早く前向
きな行動が中長期の事業競争力向上に繋がる

✔チャンスを掴むために、早い段階で準備を開始するよ
う後押しをするのが、地域金融金の役割

⇒エネルギー価格高騰が変化のきっかけ

✔カーボンニュートラルこそ、地域金融機関のファイナ
ンス機能とコンサルティング機能を発揮する機会
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参考：主な参照先一覧


